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国立大学法人名古屋大学中期目標・中期計画（一覧表）

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標（名古屋大学のミッションとヴ
ィジョン）

ミッション：
１．人文・社会・自然の学問の壁を越えた研究のコミュニ
ティを創出し、世界屈指の知的成果を産み出す。

２．基幹的総合大学にふさわしい学術と文化の薫り高きキ

ャンパスを実現し、豊かな人間性を持つ、勇気ある知識

人の育成に努める。

３．先端的および多面的な学術研究活動と、国内外で指導

的役割を果たしうる人材の養成を通じて、地域および産

業の発展に貢献する。

４．国際的な学術連携および留学生教育の一層の充実を図

り、世界とりわけアジア諸国との交流に貢献する。

、 、ヴィジョン：名古屋大学は ２０年を長期目標の期間として

研究と教育の創造的な活動を通じて、世界屈指の知的成果

の創成と勇気ある知識人を育成することを目指す。

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織

１ 中期目標の期間

平成１６年４月～平成２２年３月

２ 教育研究上の基本組織

この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、

研究科及び附置研究所を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置

課題探究力と課題解決力に秀でた勇気ある知識人とし

て、新時代の要請に応える人材の育成を目指す。

（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

（国際水準の教育成果の達成）

① 質の高い教養教育と専門教育を教授し、国際的に評価さ ① 全学教育体制の強化策を講ずるとともに、教養教育院の整備拡充を図る。

れる教育成果の達成を目指す。 ② 全学教育、学部、大学院の間における教育内容の一貫性の向上を図る。

③ 領域型分野及び文理融合型分野の専門教育の充実を図る。

④ 文理融合型分野の専門教育組織の創設を図る。

⑤ 高度専門職業人養成を始めとする生涯教育体制の充実を図る。

⑥ 教育の成果・効果を検証するための自己点検・評価を行うとともに第三者評価を積極的に導

入する。
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中 期 目 標 中 期 計 画

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

（学生の学習と生活に対する支援）

① 学生の学習に対するサービスを充実し、その支援環境を 多様な学生のニーズを尊重した学習・進学・就職支援のサービスを充実させる。①

② 学生に対する心身両面のケアを行う体制を強化する。整備するとともに、学生生活に対する援助、助言、指導の

③ 優れた課外活動の実践を支援する環境整備を行う。体制の充実を図る。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置

世界最高水準の学術研究を推進し、その成果を社会に還

元するとともに、国際的研究拠点としての役割を果たす。

（１）研究の水準、成果、実施体制等に関する目標 （１）研究の水準、成果、実施体制等に関する目標を達成するための措置

（世界最高水準の学術研究の推進）

① 人文・社会・自然の各分野で国際的及び全国的な水準で ① 研究者受入れ環境を整え、国際的に優秀な研究者の採用を増やす。

研究活動を行っている研究者を確保し、世界最高水準の学 ② 人文・社会・自然の各分野で基礎的・萌芽的研究の進展を図る。

術研究を推進する。 ③ 社会的要請の高い先進的・学際的な重点領域分野の研究を推進する。

④ 研究の水準・成果を検証するための自己点検・評価を行うとともに第三者評価を積極的に導

入する。

（研究成果の社会への還元）

② 優れた研究成果を挙げ、それを社会に広く還元する。 ⑤ 優れた研究成果を学術専門誌、国際会議、国内学会等に公表するとともに、メディアを通し

て社会に積極的に発信する。

⑥ 全学のホームページ、公開講座、シンポジウム開催等を通じた企画・広報機能を強化し、優

れた研究成果をタイムリーに公表する。

（若手研究者の育成）

③ 人文・社会・自然の各分野の次世代を担う若手研究者を ⑦ 大学院学生を含む若手研究者の特定テーマに対する研究奨励のための資金と環境を提供する。

育成する。 ⑧ 日本学術振興会の特別研究員制度への応募率を向上させる。

（学術研究体制の整備）

④ 高度な学術研究の成果を挙げるための組織と環境を整備 ⑨ 名古屋大学を代表する世界最高水準の研究を推進する研究専念型組織である高等研究院の充

する。 実と発展を図る。

⑩ 高いレベルの基盤的学術研究体制の上に、重点分野に対する中核的研究拠点の形成を図る。

⑪ 学部・研究科・附置研究所・センター等の研究実施体制を継続的に見直し、必要に応じて弾

力的に組織の統合・再編、新組織の創設を進める。

⑫ 全国共同利用の附置研究所・センター等に関しては、他大学等との連携による共同研究を推

進し、全国に開かれた研究拠点としての役割をさらに発展させる。

⑬ 全学的な大型研究設備の整備・充実を図る。

研究者の国際交流を促進するために、会議・宿泊施設等の環境改善を図る。⑭
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中 期 目 標 中 期 計 画

（研究成果に対する評価システムの改善）

⑮ 研究成果に対する客観的な評価を行うことができる全学的な評価体制を確立する。⑤ 研究の質の向上のために、研究成果に対する評価システ

ムの改善を図る。 ⑯ 評価企画室等を活用して、研究活動の成果を収集・分析するシステムを整備する。

（研究資源の重点投資）

⑥ 国際水準の研究を維持し発展させる分野に対して、重点 ⑰ 中核的研究拠点グループに対し、重点的な研究の資源配分を行う。

的な資源投資を行う。 ⑱ 独創的・先端的研究を展開している若手研究者への資金援助を行う。

（外部研究資金の確保）

⑦ 国、地方公共団体、産業界、民間団体等から多様な研究 ⑲ 科学研究費補助金やその他の競争的研究資金への応募件数を増加させる。

資金を確保する。 ⑳ 企業等との共同研究を促進し、企業等からの研究資金の増加を図る。

○ 外部研究資金確保のための情報提供・サービスの事務的支援体制を強化する。
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中 期 目 標 中 期 計 画

（留学生・外国人研究者の受入れ、派遣体制の整備・拡充）
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中 期 目 標 中 期 計 画

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

（教育研究組織の再編・見直し）

① 時代の変化に対応するため、必要に応じて教育研究組織 ① 既設の教育研究組織の再編・見直しを行うための評価システムを構築し、定期的に評価を行

の再編・見直しを行う。 う。

（教育研究・大学運営支援体制の整備）

② 教員と職員の区分にとらわれない柔軟かつ機動的な管理 ② 教員と職員との連携協力によって運営する 推進室、評価企画室等の組織を整備・充実すAC21
運営体制を整備する。 る。

③ 運営と学術のプランニングに参加できる専門職スタッフの育成を図る。

④ 技術職員組織の全学的な再編を図る。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置

（人事方針）

① 公正で一貫性のある採用と昇進の基準を公開し、卓越し ① 採用基準の明確化と公開原則を確立する。

た志ある教職員を確保するような処遇を工夫する。 ② 公募人事の比率を高め、他大学出身者の比率をさらに高めていく。

③ 事務及び技術職員の専門性の向上と改善のための支援と援助の制度を整備する。

④ 男女共同参画の推進を図り、女性教職員の比率を高める。

⑤ 教員の任期制のさらなる推進を図る。

（柔軟な人事評価システム）

② 雇用形態を多様化し、それぞれの形態に応じた適切かつ ⑥ 教職員の人事評価の基準を整備し、業績を反映した透明で公正な人事評価を行い、インセン

柔軟な人事評価システムを整備する。 ティブを付与する。

(人員（人件費）管理)

」 、 。 、③「行政改革の重要方針 （平成 年 月 日閣議決定） ⑦ 総人件費改革の実行計画を踏まえ 平成 年度までに概ね４％の人件費の削減を図る また17 12 24 21
において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、中長 全学運用定員の確保と活用を行う。

⑧ 新規事業等の実施に対応した教職員の計画的・効率的な配置を行う。期的な人事計画の策定と組織別職員の配置等を行うための

適切な人員（人件費）管理を行う。

（事務・技術職員の育成）

④ 法人化に対応して高度の専門性が必要とされる事務職 ⑨ 国内と海外における職能開発研修制度を設ける。

員・技術職員の育成と増員を図る。 ⑩ 国内外の大学間での職員交流を増やす。

⑪ 高度の専門性を修得させるために大学院プログラムの研修機会を提供する。

（快適な教育研究・職場環境の確保）

⑤ 各種相談・診療体制を強化し、教職員にとって快適な教 ⑫ 教職員の心身両面のケアを行う体制を強化し、教育研究・職場環境の改善を図るための体制

育研究・職場環境の確保を図る。 を整備する。

⑬ セクシュアル・ハラスメントに関する相談業務及び防止対策を促進する。
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中 期 目 標 中 期 計 画

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

（事務体制の見直し）

① 大学の業務全般を見直し、職員の意識改革を図るととも ① 事業内容に対応した事務処理体制を構築するとともに、共通事務の集中化・情報化により事

に業務の効率化の強化を目指す。 務処理の合理化、簡素化、迅速化を図る。

② 職員の採用や人事交流等、共通性の高い業務について地域の国立大学間で連携を図る。

③ 外部人材の活用を図る観点から、外部委託が適切と判断される業務については積極的に外部

委託を行う。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

大学法人経営が自主的かつ自律的に行われるために、財

務資源の調達及び管理・運用と、知的財産の適正な運用を

図る。

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

（財源の多様化促進）

① 自主的かつ自律的な運営管理を行うために、国及び民間 ① 名古屋大学の収入として、外部研究資金、運営費交付金、附属病院収入、学生納付金等多様

の様々な資金導入を図る。 な財源の確保を図る。

（自主財源の確保）

② 名古屋大学が独自な活動分野を維持し強化するために、 ② 社会との連携を密にして寄附金の増加を図る。

自主財源の開拓を積極的に進める。 ③ 寄附者に対する受入手続きの簡素化に配慮した寄附受入システムを整備する。

④ 大学の保有する施設・知的財産等を活用して自主財源の増加を図る。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

（効果的なコスト管理と資金運用）

① 優れた成果を実現するための重点投資の原則と、少ない ① 安全かつ収益性に配慮した資金運用を実現する仕組みを構築する。

資金で優れた成果を維持する効率的コストの原則の両面を ② 適正な評価指標に基づき効率的資金配分を実現する。

奨励し、それに沿って大学の資金運用を図る。 ③ 教育研究に必要な経費の充実に努めるとともに、エネルギー等の経費の効率化、省力化を進

め、管理的経費の抑制を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

（全学的視点での施設マネジメント）

① 土地・施設を全学的視点で一体的・戦略的に整備・維持 ① 既存の委員会、専門部会及び事務組織を見直し、全学的・専門的な組織に再編・整備し、効

管理し、部局を超えた流動性を確保する計画・評価・管理 率的な施設管理を行う。

の体制を確立する。 ② 基本方針を策定するため、土地及び施設の運用評価システムを確立し、利用状況に関するデ

ータベースの充実を図る。

③ すべてのキャンパスの土地・施設を有効活用する計画を策定し、推進する。
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中 期 目 標 中 期 計 画

（施設の整備及び維持管理の財源確保）

② 安全で快適なキャンパス環境を実現するための施設設備 ④ 施設の整備と維持管理のための多様な財源を確保し、必要な予算配分を行う。

及び維持管理の財源確保を図る。 ⑤ 新しい財源確保の手法を導入し、施設整備を推進する。

⑥ 維持管理を一元的・効率的に推進する。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置

目標

大学運営の透明性を確保し、的確な自己点検・自己評価

に基づく情報公開を積極的に行い、社会に対するアカウン

タビリティを強化する。

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

（客観的な評価体制の確立）

① 第三者評価等を含む多面的評価を行うことによって、評 ① 目標・計画の立案とその成果に関する評価を行う全学体制の強化を図る。

価の客観性を高め、大学運営の改善に活用する。 ② 多面的な評価に対応するために、評価企画室を中核とした、全学マネジメント情報システム

の整備・充実を図る。

③ 上記の全学体制及びシステムに基づいて、全学自己点検・評価の一層の充実を図る。

④ 第三者評価機関による評価を大学運営の改善に活用する。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

（情報公開体制の整備）

① 社会に対する説明責任を果たすために、管理運営・教育 ① 大学の管理運営に関する情報開示の体制を整備し、管理運営の透明性を高める。

② アーカイブス機能を整備し、現在までに蓄積された教育研究活動の成果を提供する。研究に関する情報公開を促進する。

(知的活動による成果の広報)

② 大学における知的活動の成果の広報活動を積極的に推進 ③ 全学広報体制の整備と強化を図る。

し、大学と社会の双方向の交流を促進する。 ④ 学内外における広報拠点の設立及び充実を図る。
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中 期 目 標 中 期 計 画

（インフラストラクチャーの基本的機能の確保）

① 大学における様々な活動が円滑に展開でき、知的静謐の 交通計画を見直し、屋外環境の体系的整備を推進する。①

場としてのキャンパスとなるよう、インフラストラクチャ 緑化の推進計画とともに植栽の維持管理計画を策定する。②

ーの整備・充実を図る。 研究・教育に必要な水・ガス・電気等の安全かつ安定的な供給を図る。③

④ 東山、鶴舞、大幸キャンパスの連携を強化するための計画を策定する。

（地球環境保全に配慮したキャンパス）

② 地球環境を保全するために、環境負荷低減と省資源化を ⑤ 環境保全計画を策定し、点検評価体制を整える。

推進する。 省エネ法を踏まえた全学的なエネルギー管理体制を強化する。⑥

大気・水質の管理を徹底する。⑦

廃棄物の減量、ごみを含めた回収・廃棄（再利用）システムの整備を進める。⑧

（社会に開かれたキャンパス）

③ 構成員の自立的・自発的な教育研究・交流活動、地域連 ⑨ 産学官の連携活動、国際交流活動、一般市民への公開講座・生涯学習等に必要なスペースを

携・産学官連携協力、国際交流等、多様な知の交流に資す 学外施設の利活用も視野に入れて整備する。

るスペースの確保と充実を図る。 ⑩ 歴史的遺産と自然環境の保存に配慮したキャンパス整備を行う。

⑪ 芸術文化を通した知の創造の拠点整備を推進する。

⑫ 施設のバリアフリー化に関する整備指針及び整備計画を策定し推進する。

（教育研究スペースの確保・活用及び維持）

④ 世界屈指の知的成果を生み出す創造的な研究活動と自発 ⑬ 保有施設を最大限に活用し、プロジェクト型の研究や競争的資金による研究のためのスペー

性を重視する高度な教育実践に資するスペースを、戦略的 スを確保する。

に確保し充実を図る。 ⑭ 「緊急整備５か年計画及びその後の国の整備計画」に基づいた施設の整備を推進し、教育研

究施設の適正な確保と配置、及び部局の再配置を推進する。

⑮ 学生向け学習ゾーンの設置を検討し、また構成員のアメニティーに資する施設の充実を図る。

⑯ 男女共同参画を促進するための環境整備を進める。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

（安全なキャンパスの整備・維持）

① 教育研究・交流活動が安全に遂行されるように、施設 ① 耐震診断に基づく耐震補強を推進する。

及び屋外環境の防犯・防災対策並びに化学物質・放射線 ② 防犯・警備体制及びセキュリティシステムの強化を図る。

等の管理システムを強化する。 ③ 毒劇物、化学物質、核燃料物質、放射性物質等の管理体制を強化する。

④ 災害対策室の充実等、災害及び事故に対する防災体制・危機管理体制を整備する。

⑤ 労働安全衛生法を踏まえた安全衛生管理・事故防止に関する全学的な安全衛生管理体制を維

持・強化する。

改善を要する実験施設等の改善計画を策定し、整備をする。⑥

⑦ 学生に対する安全教育及び実験補助者を対象とする研修等を定期的に行う。
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（別紙）

中期目標 中期計画

別表（学部、研究科等） 別表（収容定員）

学 文学部 文学部 ５２０人
部 教育学部 平 教育学部 ２８０人

法学部 成 法学部 ７０５人
経済学部 16 経済学部 ８４０人
情報文化学部 年 情報文化学部 ３３０人
理学部 度 理学部 １，０８０人
医学部 医学部 １，４５０人
工学部 （うち医師養成に係る分野５９０人）
農学部 工学部 ２，９７０人

農学部 ６８０人
研 文学研究科
究 教育発達科学研究科 文学研究科 ２０６人
科 法学研究科 うち 博士課程（前期） １２０人

経済学研究科 博士課程（後期） ８６人
理学研究科 教育発達科学研究科 １８９人
多元数理科学研究科 うち 博士課程（前期） １０８人
医学系研究科 博士課程（後期） ８１人
工学研究科 法学研究科 ２５４人
生命農学研究科 うち 博士課程（前期） ９５人
国際言語文化研究科 博士課程（後期） ７９人
国際開発研究科 専門職学位課程 ８０人
環境学研究科 経済学研究科 １５４人
情報科学研究科 うち 博士課程（前期） ８８人

博士課程（後期） ６６人
附 環境医学研究所 理学研究科 ５２５人
置 太陽地球環境研究所※ うち 博士課程（前期） ３０８人
研 エコトピア科学研究所 博士課程（後期） ２１７人
究 多元数理科学研究科 １８９人
所 うち 博士課程（前期） ９４人

博士課程（後期） ９５人
※は全国共同利用の機能を有する附置研究所 医学系研究科 ８０７人

うち 修士課程 ９８人
博士課程（前期） ４８人
博士課程（後期） １７人
博士一貫課程 ６４４人

工学研究科 １，３９９人
うち 博士課程（前期） ８９０人

博士課程（後期） ５０９人
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中期目標 中期計画

別表（収容定員）

文学部 ５２０人
平 教育学部 ２８０人
成 法学部 ６４５人
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中期目標 中期計画
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中期目標 中期計画

別表（収容定員）

文学部 ５２０人
平 教育学部 ２８０人
成 法学部 ６２０人
20 経済学部 ８４０人
年 情報文化学部 ３２０人
度 理学部 １，０８０人

医学部 １，４４２人
（うち医師養成に係る分野 ５９０人）

工学部 ２，９６０人
農学部 ６８０人

文学研究科 ２１０人
うち 博士課程（前期） １２０人

博士課程（後期） ９０人
教育発達科学研究科 １９３人

うち 博士課程（前期） １０８人
博士課程（後期） ８５人

法学研究科 ３６１人
うち 博士課程（前期） ７０人

博士課程（後期） ５１人
専門職学位課程 ２４０人

経済学研究科 １５４人
うち 博士課程（前期） ８８人

博士課程（後期） ６６人
理学研究科 ５２７人

うち 博士課程（前期） ３０８人
博士課程（後期） ２１９人

多元数理科学研究科 １８４人
うち 博士課程（前期） ９４人

博士課程（後期） ９０人
医学系研究科 ８４１人

うち 修士課程 ５０人
博士課程（前期） ９６人
博士課程（後期） ５１人
博士一貫課程 ６４４人

工学研究科 １，４３５人
うち 博士課程（前期） １，０００人

博士課程（後期） ４３５人
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中期目標 中期計画

生命農学研究科 ４１３人
平 うち 博士課程（前期） ２４２人
成 博士課程（後期） １７１人
20 国際言語文化研究科 １６８人
年 うち 博士課程（前期） ９６人
度 博士課程（後期） ７２人

国際開発研究科 ２２４人
うち 博士課程（前期） １２８人

博士課程（後期） ９６人
環境学研究科 ４６６人

うち 博士課程（前期） ２７４人
博士課程（後期） １９２人

情報科学研究科 ３５６人
うち 博士課程（前期） ２１２人

博士課程（後期） １４４人
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中期目標 中期計画



（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

平成１６年度～平成２１年度　予算

（単位：百万円）

区　　　分 金　　　額

収入 449,550 
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［運営費交付金の算定ルール］

○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する数

式により算定したもので決定する。

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営経費の総額。

Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。

②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件

費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）

③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額及

び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。）

④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要とな

る経費。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕

⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平成１５年

度入学料免除率で算出される免除相当額については除外）

⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平成１５年

度授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

Ⅱ〔特定尉 尉 埾」以 附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の人件

費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び

教育研究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費

の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の

総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。

⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕

⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容定員超過

分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

⑮「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費の総

額。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

⑯「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。
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運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）
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【 諸 係 数 】

α（アルファ） ：効率化係数。△１％とする。

β（ベータ） ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合

的に勘案して必要に応じ運用するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、

一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。

γ（ガンマ） ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。

λ（ラムダ） ：経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降、中期計画期間中に相当程度の収

支改善を求めるための係数。

注１）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年

度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１７年

度以降は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想さ

れるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注２）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入



平成１６年度～平成２１年度 収支計画

（単位　百万円）

区　　分 金　　額

費用の部 411,800 

経常費用 411,800 

業務費 362,646 

教育研究経費 26,774 

診療経費 75,367 

受託研究費等 26,750 

役員人件費 957 

教員人件費 144,705 

職員人件費 88,093 

一般管理費 22,478 

財務費用 6,783 

雑損 0 

減価償却費 19,893 

臨時損失 0 

収入の部 422,212 

経常収益 422,212 

運営費交付金 201,809 

授業料収益 45,087 

入学金収益 7,286 

検定料収益 1,717 

附属病院収益 115,479 

受託研究等収益 26,750 

寄附金収益 8,957 

財務収益 20 

雑益 1,508 

資産見返運営費交付金戻入 3,033 

資産見返寄付金戻入 193 

資産見返物品受贈額戻入 10,373 

臨時利益 0 

純利益 10,412 

総利益 10,412 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

２．収支計画
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平成１６年度～平成２１年度 資金計画

（単位　百万円）

区　　　　分 金　　額

資金支出 454,623 

業務活動による支出 381,680 

投資活動による支出 21,890 

財務活動による支出 45,980 

次期中期目標期間への繰越金 5,073 

資金収入 454,623 

業務活動による収入 414,801 

運営費交付金による収入 206,600 

授業料及入学金検定料による収入 55,132 

附属病院収入 115,479 

受託研究等収入 26,750 

寄付金収入 9,332 

その他の収入 1,508 

投資活動による収入 25,291 

施設費による収入 25,291 

その他の収入 0 

財務活動による収入 9,458 

前期中期目標期間よりの繰越金 5,073 

 ［注１］施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける

　　 施設費交付事業に係る交付金を含む。
 ［注２］前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄付金に係る国からの承継見込額
　 　5,073百万円を含む。

３．資金計画
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